平成２２年度当初予算　国関係法人への負担金等の支出について
Ⅰ　調査検討の概要
　　　平成２１年９月以降、平成２２年度当初予算編成と並行して調査を実施。「①府としての必要性」、「②手段の妥当性」、「③支出額の妥当性」といった観点から、予算計上を検討。

Ⅱ　調査対象団体

　　　平成２１年度当初予算において負担金、補助金、交付金、委託料及び出資（出捐）金を計上した団体及び平成２２年度当初予算において計上する予定の団体で、以下のいずれかに該当するもの

　　　　① 国の職員（現職、ＯＢ）が役職員として在職している団体

　　　　② 国が負担金等を支出している団体

　　　　　　※以下のものは対象外

　　　　　　　　　(a) 競争入札又は公募により委託先等を決定したもの
　　　　　　　　　(b) 設立にあたって又は設立以降に国からの出資を受けていない民間企業（株式会社）に対するもの

　　　　　　　　　(c) 府指定出資法人に対するもの
Ⅲ　計上区分
　１－①　　計上するもの　　 Ａ　確定債務

　　　　　　　　　　　　　　 Ｂ　一般国民と同じ立場で支出するもの（共益費など）

　　　　　　　　　　　　　　 Ｃ　全国共通（共同発注）のシステム運用など

　　　　　　　　　　　　　　 Ｄ　負担が法定義務、かつ、相手方が限定されているもの

　　　　　　　　　　　　　　 Ｅ　研修・講習等の負担金で、提供主体が限られ、かつ、受講等が不可欠なもの

　　　　　　　　　　　　　　 Ｆ　事業費に充当されていることが明らかであり、事業の必要性の観点から計上するもの
１－②　　一定の見直しのうえ計上するもの

２　　　　計上しないもの（０査定、要求なし）
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